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データベース・マーケティング 
                      調査第二部 部長代理 永井 敏彦 
金融機関の商品販売においては、戦略的に販売する重点商品・特別運動期間・販売目標

額を定めた一斉推進が伝統的に幅広く行われてきた。しかし最近、こうした売り手サイド

の方針に基づいた販売からやや距離を置き、統計処理の活用による顧客ニーズに沿った金

融商品販売を重視する金融機関が現れている。例えば静岡銀行は、顧客ごとの属性情報・

取引情報を営業店の端末で確認できるだけでなく、商品が販売できそうな顧客が来店した

際には、端末上のフラッグ表示により即座にローカウンターに案内できる体制を構築した。 
こうした営業スタイルは、顧客に関する様々な情報の蓄積・分析を行うＣＲＭを駆使し

たもので、データベース・マーケティングといわれている。その特徴は、次の三点である。

第一に、預金口座の動きやインターネット等リモートチャネルを経由したやりとりが情報

として蓄積され、潜在的な顧客ニーズの事前察知や掘り起こしにより、適切な商品の適切

なタイミングでの販売を容易にすることである。第二に、顧客ニーズが発生しそうなタイ

ミングを見計らってダイレクトメールを打ち、顧客に自分自身の潜在ニーズに気づかせる

ことである。第三に、入手した情報の分析により顧客ニーズが発生する前に与信枠を設定

し、実際の借入ニーズ発生時に速やかな対応を可能にすることである。 
ある大手銀行は、顧客ニーズに基づいた金融商品販売の必要性を認識しつつも、経営課

題としては不良債権処理や経営全般にわたるリストラの優先順位が高かったため、情報関

連投資はどちらかといえば控えめであった。しかし最近、店舗運営の合理化から新規出店

に軸足を移すなど攻めの経営を打ち出しており、ＣＲＭへの投資にも関心を示している。 
但し金融機関は、このように経営環境が変化する以前からデータベース・マーケティン

グに注目していた。個人リテール市場では、金融機関だけでなく異業種も含めた激しい競

争が展開されている。自動車の割賦販売が代表的であるが、物販と金融の親和性は高い。

そこでいくつかの金融機関は、顧客の口座の動きという他企業が決して得られない情報を

商品販売に役立てようとしている。また、金融商品はどれほど優れたものであっても表面

的には競争相手に模倣され、競争が価格（金利）競争に収斂する傾向が強い。そこで価格

や金利といった「水準の差」ではなく、いかにうまく顧客ニーズを把握するかという「質

的な違い」に着目しているのである。 
これまで大手銀行に対しては、「商品の新規販売には相当な力を入れているが、富裕層対

応を別とすれば、顧客との関係を長期にわたり維持する力はそれほど強くない」、という評

価もあった。しかし、データベース・マーケティングは顧客ニーズに沿って適切な商品を

適切なタイミングで販売するものであり、商品販売のヒット率は意外と高いようである。 
地域に根ざした中小規模金融機関は、フェイス・トゥ・フェイスという言葉に代表され

る顧客との親密な関係により、顧客ニーズを事前に察知できるといわれてきた。しかし、

合併に伴う組織拡大によりそれも難しくなってきている、という話を聞いたことがある。

個人リテール市場をめぐる競争の舞台には、価格（金利）、多様で豊富な顧客アクセスチャ

ネルという量的側面だけではなく、統計を活用した顧客ニーズ把握という質的側面もある、

という点を見落としてはならないであろう。 
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